地球温暖化、生物多様性、ならびに都市のヒートアイランドのためのメカニズム・デザイン by 佐藤 公敏
Mechanism Design for Global Warming,
Biological Diversity and Urban Heat Island
著者 佐藤 公敏
号 17
学位授与機関 Tohoku University
学位授与番号 情第55号
URL http://hdl.handle.net/10097/59918
氏名(本籍地)
学位の種類
学位記番号
学位授与年月日
学位授与の要件
最終学歴
論文題目
論文審査委員
和:藤公敏
博士(情報科学)
情第 55 号
平成 24 年 3 片 8 日
学位規則第 4 条第 2l頁該当
Mechanism Design for Global Warming, 8iological Diversity and Urban Heat 
Island (地球温暖化、生物多様性、ならびに都市のヒートアイランドのた
めのメカニズム・デザイン)
(主査)東北大学教授 安藤朝夫
東北大学教授 曽 道智 東北大学教授 林山泰久
(経済学研究科)
東北大学准教授 M野達仁 東北大学名醤教授佐々木公明
(尚綱学院大学学長)
Chapter 1 Introduction 
論文内容の要旨
本論文では、公共経済学ならびに環境経済学の理論を現実の環境問題に適用し、理論的解法を与えるた
めの研究を行っている。Chapter 2は公共財の最適供給プロセスであるMDP Procedure について、 αlap蹴
3 ではその理論を地球温暖化に適用するためのメカニズムである、計画プロセスをデザインしている。続く
Chapter 4は、生物多様性をテーマとして、予算制約下で種を選択し保存するためのランキングを提示し、
Chap附邸主、都市温暖化ならびにヒートアイランド緩和のた比約メカニズム・デザインを行っている。
Chapter 2 The MDP Pro側lurefor Public Goods 
公共財経済の資源配分メカニズム・デザインにおいて重要なことは、消費者による「フリー・ライダー問題J
で、費用分担をせずに便益のみを得ょうとすることである。公共財供給メカニズムのFいルと個別主体のイン
センティヴとの両立可能性(incentive compatibi1ity)の問題は、ゲーム理論的に枠組みにおいて展開されて
きたが、 Malinvaud(1970-1971)と Drèze and de 1a Vall馥 Poussin(1971)は、公共財の最適供給量決定のた
めの模索過程(Tãtonne脱出 Pr，∞ess)を各々独自に設計七発表した。これら二つの連続的計画プロセスは、
設計者達の名を冠して((MDP Procedure)} と呼び習わされるようになった。プロセスの各時点で展開される
ゲームにおける効用増分を利得とし、選好表明を戦略とする経済主体の近視眼的行動を仮定する。このプロ
セスは任意のパレート最適に到達しうるAlgorithm であると同期こ、ローカル・インセンティヴ・ゲームとしての
GameForm である。局所耐戦略性(初切1Strategy pr∞fn側: LSP)は、公共財に対する真の選好表明が支
配戦略(dominant strategy)であるという意味で、あり、別名、 f強局所的個別誘因両立性(Strong1y Locally 
Individually lncentive Compatibility: SLIIC) Jとも言う。
一般化されか1.DP pr∞edure はN 人経済でもLSP.を満たすことが証明されてし喝ので、このIβPを満た
す計画プロセスの構造を分析し、 IβPプロセスでもグループiこよる選好操作は排除不可能であること、公共財
調整関数の次数とプレーヤーの人数に密接不可分の関係があること、プロセスに不確実性を導入し、期待効
。。ワ山寸li
用最大化を目指すプレーヤーの行動等、東，u.ま、連続プロセスと離散プロセスの差異、その折衷的プロセス、
近視自民の仮定と非近視目民の仮定の下でのプレーヤーの行動の比較等を議論した。本章では、ナッシュ均衡
戦略の総和が常に真の限界代替率の集矧崩こ一致するという意味の、《集計句真実裁局(AggregaぬCorrect
Revelation: ACR)}}とbち条件を提案し、 IβPプロセスが達成できなかった条件の復活をを証明した。
Chapter 3 The Bωonic MDP Procedure for Global Warming 
公共財としての地球の大知ま窒素、酸素、水素で組成され、近年、地球温暖化をもたらす原因として問題
にされている温室効果ガス(Greenhouse Gωω: GHGs)である二酸化炭素、メタン、亜酸化窒素等を合んで
いる。これらの組成成分は各々、 Gonnan ならびにLancaster が導入した《特性(charac加ristics)})、または《属
性(attribu伽)}}と見なしうる。つまり、これらの特性が大気という財を組成しているとみなしてよい。財は有形属
性の混合物ある川ま組成物であるが、生産および消費似ま副産物として「気体(ga鵠ous)J属性である温室効
果ガスの排出が伴う。そこで問題は現在の温暖化傾向にある大気組成を、最適な大気組成へ調整しうるかと
いうことにある。地球の最適大気質の実現と、温暖化ガス排出国の利潤ならびに厚生の最大化のインセンティ
ヴとの両立可能性を証明する。分析には国を擬人化してSen の概念を適用し、「国の機能(National
functionings) Jならびにf国の幸福関数(National HappinωFunction)Jという概念も用いる。
世代間共有財産(Intergenerational Common Patrimony) としての地球の大気を共同消費する国々にイ
ンセンティヴを適切に与え、この地球公共財の最適品質調整をするための計画プロセスを設計するロ本研究
に最も相応しい手法として、白ap蹴 2 で導入したゲーム理論を採用する。利用するのは正規形ゲームで、解
概念、は主にナッシュ均衡ならびにドミナント均衡である。太陽放射ブラックス、赤外放射、シュテファン=ボル
ツマンの法則等を用いて《地球温暖化関掛〉を導出した。
大気という公共財の《利用料(user charge)})としての「炭素税J、あるいは《排出削減債権(emission
reduction credit) J の概念を定式化し、大気質の最適化のた刷こ利用する。 GlobalWarming Gameにおいて、
プレーヤーである各国の戦略として、大気を構成する温室効果ガスに対する真の限界評価がドミナント戦略で
あることを証明する。この game は国炉ゆ行動によっては、 l側ーl側 game'こも、 win-win game にもなりうる。
前者は、地職η昇湿化による共倒れであり、後者は、 Susもainable Earth に至る国際協調に導かれる。
Chapter 4 Solving the Noah's Ark Problem to Preserve Biologiω1 Diversity 
公共財の一種である「世代間クラプ財(Intergenerational αub Goods)Jとしての生物を研究対象とする。或
る国に岡有の種は、世代を超えて受け継がれるクラブ財と考えてよい。生物多様性とは、「種の多様性J、「遺
伝子の多様性」、「生態系の多様性」を併せ持つ概念である。減少しつつある生物多樹生を、これ以上失わな
いた創設〉れわれがなすべきことは何か。このテーマへの経済学的アプローチとして Martin Weitzman が「ノ
アの箱舟問題(The Noah's Ark Problem)Jを考え、最も効率的に保護しうる種を選択する基準を堤示した。
本稿では、この基準に対するオルタナティヴを提案する。
分析同ま、 Gorman とLancaster の新しい消費者理論の概念を生物に適用する。或る種が人々にどれたヨナ
好かれるかということを表現するために、幸福関数を全微分して得られる、 f生物的限界支払意志(Biol傾倒l
Marginal Willingness.均一pay)Jを提案した。この場合のf限界Jは、「一個体あたりJという意味である。
本章で提案する保護種選択基準は、 Weitzman とは異なり、種の Total Value を導入し、「食物網(food
web)Jに存在する生物をすべて取明治。 To阻1 Valueは、1)消謝り利用(consumptive 脚)、 2)非消耗的利
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用(non-consumptive 腕)、 3)間接的利用Ondirect use) 、 4)存在価値(凶御nce value)等、複数存在する。
したがって、費用対効果のみで保護種を選択すると、これら諸価値を見失う恐れがある。そこで、生物種を「遺
伝子属性(genetic attribu蜘)Jで構成される存在とみなし、遺伝子属性ベクトルの差により、生物種を区別す
る。他の種との「距離Jが大きければ大き川まど、その種は特異的な存在であることになり、それ自体、希少価
値を持つことになる。遺伝子属性問の距離、すなわち、「遺伝的距離(Genetic Di御nce)Jにより、生物種の
「特異性(distinctiveness) Jを表現することが可能になる。また、「絶滅の測度(Me邸ure of Extinction) Jを定
義し、保護の優先順位を表せるようにした。提案する生物種保護基準によれば、沖縄でマングースという天敵
が存在するヤンバルクイナは、天敵がいない種より、高いランキングを与えられるような構造になってb活。近
年の我が国の生物の絶滅に関する具体的な情報も堤供する。結果的に、朱鷺同ま高い評価が与えられること
を、生物種保護基準が裏付けることになった。
Chapter 5 In偲'ntiveM，舵hanism D相ignfor Alleviating U rban H伺tIsland 
近年、大都市でなくても高湿の地域が日本全国に点在するようになった。今やわが国は、「熱列島(Heat
Archipelago) Jとでも言うべきであり、過酷な夏を経験しつつある。都市において、周回よりも高温の場所の等
温線を等高麗起こ見立てて「繋ゆ島(Heatls1and) Jと言う。また、都市の高温化をヒートアイランド現象とも言う。
本章では都市経済学のフレームワークを援用して、都市を街区(ブロック)に分曾jし、各ブロックのヒートアイ
ランドの測度を表現するためにリーマン和の概念を用い、 HeatIslandIntegralという概念を定式化する。任意
の街区に存在するコンクリートおよびアスブアルNま熱を吸収するので、これらの材質の道路や人工建築物が
多川まど、その街区は暑くなる。土地利用の変化により、緑と水と風を失った都市はますます暑くなってしまう。
人為的熱ストック、比熱大気密度等の概念を用いて、ヒートアイランドを定義する。それにより、気温や周関よ
りも涼しい《涼の島(ω01 Island)))という街区も表現することがて怒る。
東京の上空4∞mが冷気と暖気の境であり、東京タワーの遥か上空まで250Cを超えている日があり、その
日はまさに熱帯夜になる。東京23区の2011年8月の1日平均の人為的熱ストックは2016.5TJであったので、そ
れを比熱ならびに大気密度で割ることにより昇湿が計算できる。 αlap伽初地球温暖化関数に、都市熱に起
因する昇温の項を加算することにより、《都市温暖化関数(Urban Warming Function)))が得られる。それが都
市居住者ならびに生産者に影響を与えるのである。
都市の大知まその組成成分が、各々GormanならびにLanc邸terが導入した《特性(ch紅acteristics)>)、また
は《属性(attribu蜘)>}と見なしうる。本研究て張重要な熱も属性の一つである。財は「有形(tangible) J属性の
混合物あるし吋ま組成物であるが、生産ならびに消費には副産物として「気体(gaseous)J属性である温室効果
ガス(Greenho腕 G蹴s: GHGs)と羽織が伴う。企業は熱とGHGsと財を結合供給していると考えられる。そこ
で問題は、現在の温暖化傾向にある都市の大気を最適な組成へ調整しうるかということにある。最適大気質の
実現と、熱と GHGs の排出企業の利潤ならびに都市居住者の厚生の最大化のインセンティヴとの両立可能
性が証明する。
熱中症や花粉症、害虫に因るバイオハザード等、ヒートアイランドから受ける健康ダメージは各人で異なる
ので、分析にはSen の概念、である「機能(functionings凡ならびに、「幸福関数(Happine鎚 Function)Jも援
用する。大気属性の一つである熱η婚訴が原因で熱中症や花粉症になり、住民の種々の機能が低下してしま
うことがありうる。住民が都市温暖化の下で幸福関数を最大化し、企業が利潤を最大化するための最適性条
件を導出する。また、都市住民が依頼する造問業者(Landscape Gardener)による緑化により、白然豊かな潤
いのある都市生活を快適に送ることができるようになる。本稿では樹木によるC02固定量をモデMこ導入し、
130 -
補助金を算定する。
来るべき近未来の更なる都市温暖化ならびに地球温暖化緩和の可能性を探る、複合的なモデル(Energy
Balance Model)を堤示するo 都市温暖化緩和のために、大気という公共財の利用料(u鈍r charge)として《都
市温暖化緩和税》、ならびに緑化等を奨励するための《都市温暖化緩和補助金》を提案し、税収が被害額を
上回り、残余を補助金に向けられることを示す。それは、都市温暖化税が、 Groves Mechanism であることから
得られる当然の帰結である。
Chapter 6 Conclusion 
Chapters 2からめ結論を述べた。本稿では熱または気体属性である温室効果ガスを公共財とみなし、その
最適化のためのメカニズム・デザインを堤示した。サミュエ)v~ノン条件を動学化して設計した、公共財の最適
供給量決定のた民的 MDP Proωdure を応用して Hedonic MDP Proωdure を設乱、国々にGHGsの
自発的削減を促すことによりインセンテ相ア問題を解決し、各GHGに対して真の選好表明をするのがドミナン
ト戦略であることを証明した。また、生物多様性ならびに、ヒートアイランドiこ対するメカニズム・デ、ザインも行っ
た。
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論文審査結果の要旨
人類の利便性希求に基づく経済活動は，一方で、地球環境への負荷を増大させ，経済活動と
環境を調和させる必要性が認識されるに至った。地球や都市の環境は，その非競合性・非排
除性から一種の公共財と見なすことができるが，本論文は地球温暖化・生物多様性・ヒート
アイランド現象という 3 つの環境問題を取り上げ，公共経済学並びに環境経済学の理論に基
づいて，調整メカニズムや費用負担のあり方を研究したものであり，全編 6 章からなる。
第 1 章は序論であり 研究の背景・目的と論文の構成が述べられる。
第 2 章では， Malinvaud と Drèze and Poussin が開発した，公共財の最適供給量決定のた
めの模索過程(以下 MDP フロセスと呼ぶ)に着目して，それに非線形の公共財決定関数と私的
財の移転可能性を導入する一般化を提案している。「一般化 MDP フロセス」は実行可能性・
単調性・パレート効率性・局所耐戦略性(LSP)を持つが，中立性を満たさないこと，局所戦略
性条件を集計的真実表明(ACR)の条件に代えることで，プロセスの中立性が満たされること
等が示される。局所戦略性条件の理論的解明は，公共財の供給メカニズムと，個別主体イン
センティブの両立可能性の意味で重要である。
第 3 章は，第 2 章で提案された一般化 MDP フロセスを，温室効果ガス(GHG)の排出に伴
う大気組成の変化に対する調整メカニズムに適用するものである。シュテファン=ボルツマ
ン法則等を用いて地球の熱収支を記述し，公共財としての大気質の利用料としての炭素税等
を導入して，地球温暖化ゲームを定式化した上で，最適大気質と排出国の企業利潤及び国民
厚生の最大化インセンティブとの両立可能性が示される。各国の温室効果ガスに対する真の
限界評価が，このゲームにおける支配戦略となることを示したことは，地球温暖化問題への
ゲーム論的アフローチに新しい知見を与えるものである。
第 4 章では，生物多様性を公共財の一種である「世代間クラブ財」と見なして，生物種に
対する保護費用を配分する方法を提案している。具体的には， Gorman -Lancaster の財特性
アプローチに基づいて生物種の効用への寄与を評価し Sen の機能概念に基づく世代問国家
幸福最大化問題を定式化し，最適条件から計算される「生物的限界支払意思額」を配分に用
いることが提案される。また Weltzman の「ノアの箱舟問題」に対する代替的アプローチと
して，生物種の遺伝子属性問の距離に基づく「種の特異性」と，食物連鎖を考慮した「絶滅
測度」に基づいて保護の優先順位を決定する方法を提案したことは，生物多様性への新しい
方法論として評価される。
第 5 章では，都市における「ヒートアイランド現象」を取り上げ，最適大気質の実現方策
を検討している。まずブロック単位でのヒートアイランドの測度として 「ヒートアイランド
和」という概念を定義し，次に第 3 章で用いた地球温暖化関数に，局所的な都市熱を加味し
た「都市温暖化関数」に基づいて，最適大気質と，熱・温暖化ガス排出企業の利潤と都市住
民の厚生最大化インセンティブの両立可能性が示される。本章でも Sen の機能概念を援用し
て，住民の幸福最大化の最適条件が導かれるが，大気質利用に対する都市温暖化緩和税と，
緑化奨励のための補助金の有効性についても検討している D
第 6 章では結論が述べられる。
以上，要するに本論文は，公共経済学と環境経済学の枠組みを基本にしつつ，理学的な知
見をも援用して 3 種類の具体的な環境問題を調整・緩和するための新しいメカニズムを提
案する，優れて学際的な研究であって，情報科学の発展に寄与するところが少なくない。よ
って本論文は博士(情報科学)の学位論文として合格と認める。
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